


全
国
市
議
会
議
長
会
は
こ
の
ほ
ど
、
「
市
議
会
議
員
定
数
に
関
す
る
調
査
結
果
」
を
取
り
ま
と
め
た
。

こ
の
調
査
結
果
は
、
平
成
２３
年
度
１２
月
３１
日
現
在
に
お
け
る
全
国
８
０
９
市
を
対
象
に
、
オ
ン
ラ
イ
ン

調
査
に
よ
る
調
査
方
法
で
、
市
議
会
議
員
の
実
数
・
定
数
の
状
況
を
取
り
ま
と
め
た
も
の
。
合
併
特
例
法

を
適
用
し
て
い
な
い
８
０
１
市
を
中
心
に
取
り
ま
と
め
て
い
る
。
回
収
市
数
は
８
０
９
市
、
回
収
率
は
１

０
０
％
。

本
紙
で
は
２
面
か
ら
３
面
に
わ
た
り
、
調
査
結
果
を
掲
載
す
る
。

こ
の
ほ
か
全
国
８
０
９
市
の
市
議
会
議
員
定
数
一
覧
な
ど
各
市
の
詳
し
い
デ
ー
タ
は
本
会
の
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
に
掲
載
し
て
お
り
、
調
査
結
果
は
７
月
２７
日
付
で
全
市
へ
発
送
済
み
。

な
お
、
本
会
で
は
こ
の
ほ
か
「
市
議
会
議
員
報
酬
に
関
す
る
調
査
結
果
」
も
取
り
ま
と
め
て
お
り
、
近

く
調
査
結
果
の
概
要
を
掲
載
す
る
予
定
。

全
国「
８
０
９
市
」の

市
議
会
議
員
の
実
数

平
成
２３
年
１２
月
３１
日
現
在
の
市

議
会
議
員
の
実
数
は
２
万
３
５
６

人
と
な
っ
た
。
こ
れ
は
１
市
あ
た

り
平
均
２５
・
２
人
と
い
う
結
果
で

あ
る
。
前
年
の
調
査
（
平
成
２２
年

１２
月
３１
日
現
在
）
で
は
、
全
国
８

０
９
市
に
お
け
る
議
員
実
数
は
２

万
１
０
２
６
人
、
１
市
平
均
２６
・

０
人
で
あ
っ
た
。

今
回
と
前
年
の
調
査
結
果
を
比

較
す
る
と
、
議
員
実
数
は
６
７
０

人
減
、
１
市
あ
た
り
の
平
均
議
員

数
は
０
・
８
人
の
減
少
と
な
っ

た
。

一
昨
年
の
調
査
結
果
（
平
成
２１

年
１２
月
３１
日
現
在
）
と
比
較
し
て

も
、
議
員
実
数
は
９
５
９
人
の
減

少
と
い
う
結
果
で
あ
る
。
１
市
あ

た
り
の
平
均
議
員
数
も
減
少
し
て

お
り
、
２１
年
１２
月
３１
日
時
点
の
２６

・
４
人
か
ら
１
・
２
人
の
減
少
と

な
っ
た
。

前
年
、
一
昨
年
の
調
査
結
果
を

並
べ
た
も
の
が
表
�
だ
が
、
年
を

追
う
ご
と
に
議
員
実
数
、
１
市
あ

た
り
平
均
の
議
員
数
と
も
に
、
そ

れ
ぞ
れ
減
少
し
て
い
る
こ
と
が
分

か
る
。 市

議
会
議
員
定
数
の
状
況

議員定数は１市
平均２５．３人

市
議
会
議
員
定
数
に
お
い
て
合

併
特
例
法
を
適
用
し
て
い
な
い
８

０
１
市
の
市
議
会
議
員
の
定
数
は

２
万
２
６
４
人
と
い
う
結
果
。
１

市
あ
た
り
平
均
２５
・
３
人
と
な
っ

た
。平

成
２２
年
で
は
、
１
市
あ
た
り

平
均
で
２５
・
８
人
で
あ
る
た
め
、

今
回
の
調
査
と
比
較
す
る
と
、
０

・
５
人
減
と
い
う
結
果
と
な
っ
て

い
る
。
市
議
会
議
員
の
実
数
同

様
、
前
年
、
一
昨
年
ま
で
の
調
査

と
比
較
す
る
と
、
１
市
あ
た
り
の

平
均
議
員
定
数
は
減
少
し
て
い
る

�
表
�
参
照
。

人
口
段
階
別
に
み
た
▽
市
数
▽

議
員
定
数
▽
１
市
あ
た
り
の
平
均

―
―
の
結
果
は
表
�
か
ら
表
�
の

と
お
り
。

人
口
段
階
別
に
み
た
市
数
（
市
）

市
数
で
は
人
口
規
模
「
５
〜
１０

万
人
未
満
」
の
市
が
２
６
５
市
で

最
多
で
あ
る
。
次
い
で
「
５
万
人

未
満
」
が
２
５
４
市
、
「
１０
〜
２０

万

人

未

満
」
が
１
５
９
市

と

続

く
。
な
お
最
少
は
、
指
定
都
市
で

は
な
い
人
口
規
模
「
５０
万
人
以

上
」
の
市
で
１３
市
と
い
う
結
果
と

な
っ
た
。

人
口
段
階
別
に

み
た
議
員
定
数
（
人
）

人
口
段
階
別
に
議
員
定
数
を
み

る
と
人
口
規
模
「
５
〜
１０
万
人
未

満
」
の
市
が
議
員
定
数
合
計
６
０

１
３
人
と
最
多
と
な
っ
た
。
次
い

で
人
口
規
模
「
５
万
人
未
満
」「
１０

〜
２０
万
人
未
満
」
の
市
が
そ
れ
ぞ

れ
４
８
２
２
人
、
４
３
６
３
人
と

続
く
。
議
員
定
数
が
最
少
で
あ
る

の
も
、
人
口
段
階
別
に
み
た
最
少

市
数
同
様
、
指
定
都
市
で
は
な
い

人
口
規
模
「
５０
万
人
以
上
」
の
市

で
６
１
２
人
と
い
う
結
果
で
あ

る
。
な
お
、
２３
年
１２
月
３１
日
現
在

に
お
け
る
議
員
定
数
で
は
「
横
浜

市
」
「
大
阪
市
」
が
８６
人
で
、
と

も
に
最
多
と
な
っ
て
い
る
。
一

方
、
議
員
定
数
最
少
は
「
歌
志
内

市
」
の
８
人
で
あ
り
、
次
い
で
「
夕

張
市
」
の
９
人
と
続
く
。

人
口
段
階
別
に
み
た

１
市
あ
た
り
の
平
均
（
人
）

１
市
あ
た
り
の
市
議
会
議
員
定

数
の
平
均
は
、
「
指
定
都
市
」
が

６１
・
５
人
。
次
い
で
「
５０
万
人
以

上
」
の
市
が
４７
・
１
人
、
「
４０
〜

５０
万
人
未
満
」
の
市
が
４１
・
７
人

と
続
く
。
最
少
は
人
口
規
模
「
５

万
人
未
満
」
の
市
で
１９
・
０
人
と

い
う
結
果
。
１
市
あ
た
り
の
平
均

は
、
人
口
規
模
が
大
き
く
な
る
に

従
い
、
増
加
す
る
。

表� 市議会議員実数の状況

１市あたりの平均（人）

２５．２

２６．０

２６．４

※いずれの調査時点も１２月３１日現在

議員実数（人）

２０，３５６

２１，０２６

２１，３１５

市数（市）

８０９

８０９

８０６

区分

２３年合計

２２年合計

２１年合計

表� 市議会議員定数の状況
１市あたり平均（人）

２５．３

２５．８

２６．２

※いずれの調査時点も１２月３１日現在であり、
合併特例法を適用していない市を対象に調査

議員定数（人）

２０，２６４

１９，９８３

２０，３２８

市数（市）

８０１

７７４

７７５

区分

２３年合計

２２年合計

２１年合計

議
員
実
数
１
市
平
均
で
２５
・
２
人

本
会
が
市
議
会
議
員
の
実
数
・
定
数
を
調
査
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5万
未
満

5～
10
万
未
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～2
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指
定
都

市
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　　　平均（人）
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ただ今、ご紹介いただきました、全国市議
会議長会副会長の藤沢市議会議長の渡辺でご
ざいます。
平素より、�坂座長をはじめ諸先生方に

は、地方行財政の運営に深いご理解・ご支援
を賜っておりますことに対し、厚く御礼申し
上げます。

それでは、私からは２点申し上げます。

まず１点目は、地方税財源の充実強化につ
いてであります。

景気低迷による税収減や社会保障関係費の
増嵩により、地方においても、危機的な財政
状況が続いております。

こうした中、基礎自治体としての市が、社
会保障や教育など、市民生活に欠かすことの
できない行政サービスを提供し、地域の活性
化を図っていくためには、継続的かつ安定的
な行財政運営が可能となる地方税財源の充実
強化が必要不可欠であります。
よって、平成２５年度政府予算編成におい

ては、地方財政計画に社会保障関係費などの
財政需要を的確に反映することにより、地方
交付税を増額するなど、地方一般財源総額の
確保について、諸先生方のお力添えをお願い
申し上げます。

次に、２点目は、地方税源の充実強化につ
いてであります。

特に、自動車重量税及び自動車取得税につ
いては、自動車業界をはじめ、経済産業省か
ら廃止の要望が出されておりますが、これら
は、市町村にとって貴重な財源となってお
り、したがって、代替財源を示さない限り、
市町村への財源配分の仕組みを含めて堅持し
ていただきたいと考えております。
諸先生方のお力添えをよろしくお願いいた

します。
以上、私からの発言とさせていただきま

す。

表�
１市あたり平均（人）

１９．０
２２．７
２７．４
３２．６
３７．６
４１．７
４７．１
６１．５

※平成２３年１２月３１日現在
※合併特例法を適用していない８０１市を対象に調査

議員定数の合算数（人）
４，８２２
６，０１３
４，３６３
１，４３３
９７８
８７５
６１２

１，１６８

市数の分布（市）
２５４
２６５
１５９
４４
２６
２１
１３
１９

人口段階
５万未満
５～１０万未満
１０～２０万未満
２０～３０万未満
３０～４０万未満
４０～５０万未満
５０万以上
指定都市

人口段階別の

市数の分布をみると
５～１０万未満が最多

表� 人口段階別にみた１市あたり平均（人）

表� 人口段階別にみた市数の分布（市）

表� 人口段階別にみた議員定数の合算数（人）

渡辺副会長の発言要旨
主に２点を要望

・地方一般財源総額の確保
・自動車関係諸税について

総
務
部
門
会
議
で
発
言
す
る
渡
辺
・
副
会
長

（３） 平成２４年８月１５日 第１８４１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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広
域
行
政
圏
市
議
会
協
議
会

（
会
長
�
碓
井
宏
政
・
三
島
市
議

会
議
長
）
は
８
月
１
日
、
東
京
・

全
国
都
市
会
館
で
正
副
会
長
・
監

事
・
相
談
役
会
議
を
開
催
し
た
。

当
日
の
協
議
事
項
は
▽
平
成
２３

年
度
本
協
議
会
歳
入
歳
出
決
算
▽

広
域
行
政
施
策
に
関
す
る
要
望
案

▽
平
成
２４
年
度
本
協
議
会
会
議
日

程
案
▽
実
行
運
動
の
方
法
―
―
な

ど
５
項
目
。
こ
れ
ら
協
議
事
項

は
、
い
ず
れ
も
原
案
の
と
お
り
決

定
さ
れ
た
。
な
お
、
役
員
会
で
決

定
し
た
広
域
協
要
望
は
下
掲
の
と

お
り
。

会
議
終
了
後
に
は
、
役
員
会
で

決
定
し
た
要
望
事
項
実
現
の
た

め
、
碓
井
会
長
を
は
じ
め
と
す
る

実
行
運
動
班
を
編
成
�
実
行
運
動

班
編
成
市
は
下
掲
。
当
日
は
、
笠

浩
史
・
民
主
党
総
括
副
幹
事
長
ら

に
面
談
し
、
要
望
し
た
。

▼
議
長

▽
蕨

池
上
智
康
（
７
・
２０
）

▽
大
月

後
藤
慶
家
（
７
・
２７
）

▽
千
曲

吉
田
昌
弘
（
８
・
２
）

▼
副
議
長

▽
狛
江

鈴
木
え
つ
お
（
５
・
２１
）

▽
蕨

比
企
孝
司
（
７
・
２０
）

▽
千
曲

荻
原
光
太
郎
（
８
・
２
）

▼
事
務
局
長

▽
美
馬

佐
藤
健
二
（
４
・
１
）

▽
善
通
寺

櫛
田
真
作
（
４
・
１
）

▽
行
橋

森
渕
幸
二
（
４
・
１
）

▽
春
日

田
中
和
彦
（
４
・
１
）

▽
佐
世
保

松
尾
幸
弘
（
４
・
１
）

▽
雲
仙

大
山
真
一
（
４
・
１
）

▽
南
島
原

酒
井

久
（
４
・
１
）

▽
熊
本

大
杉
研
至
（
４
・
１
）

▽
八
代

田
上
高
広
（
４
・
１
）

▽
荒
尾

川
上
直
之
（
４
・
１
）

▽
水
俣

伊
藤
亮
三
（
４
・
１
）

▽
玉
名

辛
島
政
弘
（
４
・
１
）

▽
山
鹿

奥
村
正
文
（
４
・
１
）

▽
菊
池

城

主
一
（
４
・
１
）

▽
上
天
草

大
西

訓
（
４
・
１
）

▽
宇
城

河
村
孝
義
（
４
・
１
）

▽
別
府

檜
垣
伸
晶
（
４
・
１
）

▽
中
津

末
棟
洋
一
（
４
・
１
）

▽
佐
伯

矢
野
悦
三
（
４
・
１
）

▽
臼
杵

田
村
和
弘
（
４
・
１
）

▽
竹
田

吉
野
冨
士
男
（
４
・
１
）

▽
豊
後
高
田

河
野
真
一
（
４
・
１
）

▽
都
城

渡
辺
一
生
（
４
・
１
）

▽
日
南

丸
野
博
昭
（
４
・
１
）

▽
日
向

野
別
知
孝
（
４
・
１
）

▽
え
び
の

杉
元
真
一
（
４
・
１
）

▽
鹿
児
島

幾
留

修
（
４
・
１
）

▽
薩
摩
川
内

田
上
正
洋
（
４
・
１
）

▽
鹿
屋

小
山

宏
（
４
・
１
）

▽
奄
美

倉
井
則
裕
（
４
・
１
）

▽
阿
久
根

松
�
裕
介
（
４
・
１
）

▽
指
宿

福
山
一
幸
（
４
・
１
）

▽
霧
島

阿
多
己
清
（
４
・
１
）

▽
垂
水

礒
脇
正
道
（
４
・
１
）

▽
曽
於

栄
徳
栄
一
郎
（
４
・
１
）

▽
姶
良

小
川
博
文
（
４
・
１
）

▽
那
覇

平
良
克
己
（
４
・
１
）

▽
石
垣

松
原
秀
治
（
４
・
１
）

▽
沖
縄

平
田
嗣
巳
（
４
・
１
）

▽
宜
野
湾

島
袋
幸
盛
（
４
・
１
）

▽
南
城

普
天
間
官
一
（
４
・
１
）

▽
小
諸

小
西
健
喜
（
５
・
１５
）

▽
加
東

大
畑
一
千
代
（
７
・
１
）

平成２４年度 第２回

「監査委員特別講座」開催
市町村アカデミー主催

市町村アカデミー（市町村職員中央研修所）では、全国の
市町村の監査委員の皆様を対象として、監査委員の役割や地
方公共団体の財政健全化等の重要課題について学ぶ特別講座
を開催することとしました。
今回は、１０月２２日（月）と１０月２３日（火）の２日間、それ

ぞれの分野でご活躍されている講師による講義、演習を行い
ます。
多くの皆様方のご参加をお待ちしております。
◆日 時：平成２４年１０月２２日（月）１３：００から

１０月２３日（火）１４：３５まで
１０月２２日
１３：３０～１５：００ 「監査制度と監査委員の役割」（講義）
明治大学大学院法務研究科教授 碓井光明 氏

１５：１５～１６：４５ 「監査機能の充実強化について」（講義）
総務省自治行政局行政課監査制度専門官 岡 裕二 氏

１０月２３日
９：００～１０：２５ 「住民監査請求の制度と課題」（講義）
九州大学大学院法学研究院准教授 田中孝男 氏

１０：４０～１２：００ 「事例演習」（グループ討議）
九州大学大学院法学研究院准教授 田中孝男 氏

１３：００～１４：３０ 「地方公営企業会計制度の見直し等につ
いて」（講義）

総務省自治財政局公営企業課長 木幡 浩 氏
※講義の内容等は一部変更になる場合がございます。
◆場 所：市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）

（千葉市美浜区浜田１丁目１番）
◆申 込 期 限：平成２４年８月２７日（月）
◆申 込 方 法：参加申込書（市町村アカデミーのホームペー

ジからダウンロードできます）をＦＡＸまた
は郵送でお送りください。

◆参 加 費：７，９００円（宿泊費、食費等を含む）
◆決 定 通 知：申込受理後、決定通知に併せて必要な資料を

送付いたします。
◆お問い合わせ：�０４３－２７６－３１２７（調査研究部）

ＦＡＸ０４３－２７６－８４８４（申込専用）
〒２６１－００２５ 千葉市美浜区浜田１丁目１番

◆担 当：斉藤、礒野
ホームページ http : //www.jamp.gr.jp

広
域
行
政
圏
は
、
こ
れ
ま
で
各

市
の
様
々
な
行
政
課
題
に
対
し
、

自
ら
の
共
同
処
理
方
式
に
よ
り
、

行
政
の
効
率
化
及
び
住
民
サ
ー
ビ

ス
の
向
上
に
努
め
て
き
た
と
こ
ろ

で
あ
る
が
、
今
後
も
地
域
社
会
の

形
成
や
地
域
住
民
の
福
祉
向
上
な

ど
の
重
要
な
役
割
を
担
う
も
の
で

あ
り
、
引
き
続
き
広
域
行
政
施
策

に
対
す
る
財
政
支
援
措
置
を
適
切

に
図
る
必
要
が
あ
る
。

よ
っ
て
、
国
に
お
い
て
は
、
広

域
行
政
圏
が
果
た
す
役
割
を
踏
ま

え
、
下
記
事
項
の
実
現
を
図
る
よ

う
強
く
要
望
す
る
。

記

（
１
）
自
治
体
間
連
携
に
よ
る
広

域
的
な
事
務
・
事
業
を
行
う
広
域

行
政
施
策
に
対
す
る
財
政
支
援
に

つ
い
て
適
切
に
措
置
す
る
こ
と
。

（
２
）
情
報
・
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
整
備
、
地
域
医
療
体
制
の
確

保
、
農
林
水
産
業
の
振
興
、
自
然

環
境
の
保
全
等
の
地
域
経
済
基
盤

施
策
に
対
す
る
財
政
支
援
に
つ
い

て
適
切
に
措
置
す
る
こ
と
。

広
域
協
実
行
運
動
班
編
成
市

▽
会
長
�
三
島
市
▽
副
会
長
�
滝

川
市
▽
同
�
新
発
田
市
▽
同
�
東

近
江
市
▽
同
�
笠
岡
市
▽
監
事
�

江
別
市
▽
同
�
鹿
角
市
▽
同
�
勝

山
市
▽
同
�
大
月
市
▽
相
談
役
�

旭
川
市

議
会
人
事

広
域
行
政
施
策
に
関
す
る
要
望

広
域
協
が
役
員
会
を
開
催

会
議
終
了
後
に
は
要
請
活
動

笠・民主党総括副幹事長に対し要望（左から５
人目）

あ
い
さ
つ
す
る
碓
井
会
長
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